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１．はじめに 

気象庁により日本における年平均気温は変動を繰り返

しながら，100 年当たり 1.30℃の速度で上昇しているこ

とが報告されている 1)．また Imada et al. 2)は，平成 29 年

九州北部豪雨及び平成 30 年 7 月豪雨に，温暖化の影響が

含まれていることを気候モデルで明らかにしている．こ

のように多くの研究において気候変動の影響が顕在化し

ていることが明らかにされている．  

国土交通省は「気候変動を踏まえた治水計画のあり方

の提言」を踏まえ，気候変動による降水量の変化を反映

した治水対策を検討している．この計画においては，過

去の観測降雨量を統計処理し，将来の変化倍率を考慮す

ることで，気候変動を踏まえた将来の降水量を推定して

いる．しかしながら，過去の降水量として用いた観測値

において既に気候変動の影響が含まれていた場合，推定

される将来の降水量が過大評価されてしまう可能性があ

る．そのため，気候変動の顕在化時期を把握することが

重要となる． 

気候変動の影響の顕在化時期について検討した研究は

非常に少ない．例えば丸谷ら 3)は気候変動の顕在化時期

について，日本全国の気象官署の降水量の観測データを

用い，気候変動の傾向を表す指標である Climate Change 

Indices（CCI）に基づき検討を行っている．その結果，日

本全域では 2014 年頃に気候変動の影響が顕在化してい

る可能性を示唆している．また，気象庁による 11 の気

候区分に基づき地域性についても検討を行っており，地

域によっては気候変動の顕在化時期が異なることを示し

ている．ただし，流域管理を行う上では，丸谷ら 3)による

11 の気候区分では不十分であり，流域単位において気候

変動の顕在化時期の把握が重要であると考えられる． 

そこで本研究では，丸谷ら 3)と同様に CCI に基づき，

日本全域および九州地方の 1 級河川流域を対象に気候変

化トレンドを評価することを目的とする．なお，丸谷ら

3)では降水量のみに着目しているが，気候変動の影響は特

に気温にも顕著に現れている．そのため，本研究では降

水量に加えて気温も考慮し，検討を行った． 

２．使用データ 

本研究では使用データとして気象庁の webから取得可

能な気象官署（151 地点）および九州地方の AMeDAS 観

測所（99 地点）の降水量および気温の日観測データを使

用した．なお，観測値には欠測値が少なからず存在し，

欠測値が 1 年の内，観測データに 1 か月以上の欠測が存

在していた場合，その年は欠測年として解析を行った． 

３．解析手法 

気候変動が生じた場合，気温較差，年間降水量および

短時間降水量の増加など，複数の気温，降水量の様々な

現象に影響を及ぼす．そこで本研究では CCI の内，表-1

に示す指標に基づき，気候変動の顕在化時期の検討を行

った．なお，気候変化トレンドは Mann-Kendall 検定を適

用し，有意水準（5％）により棄却された場合（されなか

った場合）は気候変動の影響が顕著ではない（顕著であ

る）点であると判断した．  

表-1 本研究で利用した CCIにおける指標 
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4．結果 

気候変動の影響が顕著に表れている気温に着目すると，

CCI を利用し解析を行った結果，日本全域では三宅島を

除く 150 か所，九州地方の AMeDAS 観測地点では 99 か

所の内，88 か所において，気候変動の影響が顕著に表れ

ていることが確認された．また，FD や ID といった気温

が低い場合に高い値を示す指標は減少傾向，TRや SU と

いった気温が高い場合に高い値を示す指標は総じて増加

傾向を示した（図-1）．そのため，多くの地点において気

候変動の影響により，気温は上昇傾向を示した． 

 次に，日本全域における気候変動の顕在化時期に関す

る CCI の解析結果を図-2に示す．なお，気候変動の顕在

化時期に関する評価は，観測開始年から末年を 2005年か

ら 2021 年まで 1 年ずつ変化させ，CCI の各指標の傾きに

基づき決定係数（Coefficient of Determination:CoD）および

二乗平均平方根誤差（Root Mean Square Error:RMSE）の

比較により行った．その結果，2011 年から 2012 年およ

び 2016 年から 2017 年の CoD および RMSE の変化量が

大きいことが示唆された．降水量の増加は気温上昇によ

る大気中の水蒸気量の増加に起因すると考えられる．ま

た，丸谷ら 3)は日本全域では降水量に着目すると 2014 年

頃が気候変動の顕在化時期であると示唆している．その

ため，気温の気候変動の顕在化時期は 2012 年頃であると

推測される． 

次に九州地方の 1 級河川流域における気候変動の顕在

化時期の解析を行った．図-3に九州地方における 1 級

河川流域を示す．例として肝属川流域の結果のみを図-4

に示す．気温および降水量の解析結果を踏まえると，20

流域の内，10 流域（図-3a，b，c，d，e，f，j，o，q，

s）が 2011 年，4 流域（図-3g，h，p，t）が 2012 年，3

流域（図-3k，m，n）が 2010 年，残り 1 流域ずつ 2015

年（図-3i），2009 年（図-3r），2007 年（図-3l）頃が気

候変動の顕在化時期であると推測された． 

5．まとめ 

本研究では，全国の気象官署および九州地方の 1 級河

川流域において CCI 指標を用い，気候変動の顕在化時期

の把握を行った．その結果，日本全域では 2012 年に気候

変動の影響が顕在化した可能性が示唆された．また，九

州地方では流域によって顕在化時期が異なるため，流域

ごとに顕在化時期を把握する重要性が示された． 

図-1 気象官署の観測開始年から 2021 年における SU の 

傾向把握の結果．なお，赤の〇は増加傾向の地点，

青の〇は減少傾向の地点 

図-2 全国の気象官署における気温の 

CoD および RMSE の変化 

図-3 九州地方の 1 級河川流域 

図-4 肝属川流域（図−3r）における気温（左） 

および降水量（右）の CoD および RMSE の変化 
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